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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無機繊維のマット状集合体で構成され、
　該マット状集合体の厚み方向を含む方向に延在したニードル痕を有する無機繊維成形体
において、
　ニードル痕として、ニードル痕Ａと、該ニードル痕Ａよりも小径のニードル痕Ｂとが設
けられており、
　複数のニードル痕Ａが密集した密集部が散開して設けられており、
　該密集部を通るマット面方向の任意の第１の方向及びこれと直交する第２の方向のいず
れにおいても、前記密集部同士の間に、ニードル痕Ａのニードル痕密度が前記密集部より
も低い非密集部が存在しており、
　少なくとも非密集部にニードル痕Ｂが存在することを特徴とする無機繊維成形体。
【請求項２】
　請求項１において、ニードル痕Ａの平均径が４５０～７００μｍであり、ニードル痕Ｂ
の平均径はニードル痕Ａの平均径の３５～６５％であることを特徴とする無機繊維成形体
。
【請求項３】
　請求項１又は２において、前記密集部においては、ニードル痕Ａが１列又は２列に配列
されていることを特徴とする無機繊維成形体。
【請求項４】
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　請求項３において、各密集部におけるニードル痕Ａの配列方向が略同方向であることを
特徴とする無機繊維成形体。
【請求項５】
　請求項４において、１つの前記密集部の長さの平均値が２．０～１２．０ｍｍであり、
１つの密集部におけるニードル痕Ａの数の平均値が３．０～８．０個であることを特徴と
する無機繊維成形体。
【請求項６】
　請求項４又は５において、前記非密集部を挟んで配列方向に隣接する密集部同士の距離
（距離ａ）の平均値が５．０～２５．０ｍｍであり、前記非密集部を挟んで配列方向と直
交方向に隣接する密集部同士の距離（距離ｂ）の平均値が４．０～１５．０ｍｍであるこ
とを特徴とする無機繊維成形体。
【請求項７】
　請求項４ないし６のいずれか１項において、前記密集部のニードル痕Ａの配列方向（Ｙ
方向）におけるニードル痕ＢのＹ方向の配列ピッチｆは、Ｙ方向における密集部の配列ピ
ッチαの０．５～１倍であることを特徴とする無機繊維成形体。
【請求項８】
　請求項１又は２において、１つの密集部に対しニードル痕Ｂの列が１つ又は２つ交差す
ることを特徴とする無機繊維成形体。
【請求項９】
　請求項４ないし８のいずれか１項において、前記ニードル痕Ｂは、前記ニードル痕Ａの
配列方向と交差方向に配列されていることを特徴とする無機繊維成形体。
【請求項１０】
　請求項９において、ニードル痕Ｂの列の方向とニードル痕Ａの配列方向（Ｙ方向）との
交差角度θ１が９０～１７５°であることを特徴とする無機繊維成形体。
【請求項１１】
　請求項９において、ニードル痕Ｂの列の方向とニードル痕Ａの配列方向との交差角度θ

１が９０°よりも大きく１７５°よりも小さいことを特徴とする無機繊維成形体。
【請求項１２】
　請求項１１において、ニードル痕Ｂの列が交差２方向に設けられていることを特徴とす
る無機繊維成形体。
【請求項１３】
　請求項１において、前記密集部は２方向に広がっており、１つの密集部の面積の平均値
が２．０～３６．０ｍｍ２であり、密集部におけるニードル痕Ａのニードル痕密度の平均
値が２０～３００個／ｃｍ２であることを特徴とする無機繊維成形体。
【請求項１４】
　請求項１ないし１３のいずれか１項において、密集部及び非密集部の双方にニードル痕
Ｂが存在することを特徴とする無機繊維成形体。
【請求項１５】
　請求項１ないし１４のいずれか１項において、無機繊維成形体全体の平均のニードル痕
Ａのニードル痕密度が１．０～５０．０個／ｃｍ２であることを特徴とする無機繊維成形
体。
【請求項１６】
　請求項１ないし１５のいずれか１項において、無機繊維成形体全体の平均のニードル痕
Ｂのニードル痕密度が１．０～８０．０個／ｃｍ２であることを特徴とする無機繊維成形
体。
【請求項１７】
　請求項１ないし１６のいずれかにおいて、無機繊維成形体全体の平均のニードル痕Ａの
数あたりのニードル痕Ｂの数の比は、０．１～８．０であることを特徴とする無機繊維成
形体。
【請求項１８】
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　請求項１ないし１７のいずれかに記載の無機繊維成形体を含むことを特徴とする排ガス
洗浄装置用マット。
【請求項１９】
　触媒担持体と、該触媒担持体の外側を覆うケーシングと、該触媒担持体と該ケーシング
との間に介装されたマットとを備える排ガス洗浄装置において、該マットが請求項１８に
記載のマットであることを特徴とする排ガス洗浄装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ニードリングされた無機繊維成形体に関する。また、本発明は、この無機繊
維成形体にて構成された排ガス洗浄用マット、即ち、排ガス洗浄装置の触媒担持体の把持
材及びこの排ガス洗浄装置用マットを備えた排ガス洗浄装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　セラミックファイバーに代表される無機繊維の成形体は、工業用断熱材、耐火材、パッ
キン材などの高温の状態に暴露される用途に用いられてきたが、近年では自動車用排ガス
洗浄装置用のクッション材（触媒把持材）、即ち、触媒担持体を金属ケーシングに収容す
る際に、触媒担持体に巻回され、触媒担持体と金属ケーシングの間に介装される排ガス洗
浄用マットとしても用いられている。
【０００３】
　このような無機繊維成形体には、例えば断熱材として加工する際、又は自動車用の触媒
把持材（マット）に加工する際、その厚みや面密度を制御するために、ニードルを抜き刺
しするニードリング処理（ニードルパンチ処理）が施されるのが一般的である。このニー
ドリング処理されたマットには、ニードルの抜刺痕（ニードル痕）が生じる。
【０００４】
　無機繊維成形体の表面の単位面積当りのニードル痕の数（ニードル痕密度）について、
特許文献１，２には１００～５０００個／１００ｃｍ２（１～５個／ｃｍ２）と記載され
、特許文献３には２～２０個／ｃｍ２と記載されている。また、特許文献４にはニードル
痕密度は５０～２５０本／ｃｍ２が好ましいと記載されている。
【０００５】
　無機繊維成形体表面には、ニードル痕は表面全体にわたって略均一に分布しているのが
一般的であるが、特許文献４の図１には、ニードル痕が連なるニードル痕列を平行に配列
した無機繊維成形体が図示されている。
【０００６】
【特許文献１】特開２００７－１２７１１２
【特許文献２】特開２００７－２６８５１４
【特許文献３】特開２００８－２０１１２５
【特許文献４】特開２０１１－９９１８２
【０００７】
　上述の通り、無機繊維成形体にニードリング処理を施すことにより、無機繊維成形体の
厚みや面密度が制御される。また、ニードリング処理により、無機繊維成形体の反発性や
層間剥離強度も制御される。
【０００８】
　触媒コンバーター内の把持材等に用いられる無機繊維成形体は、層間剥離強度が高く、
しかも反発性（面圧）が高いことが望ましいが、ニードリング処理された無機繊維成形体
にあっては、ニードル痕密度が大きいほど、層間剥離強度は大きくなるが面圧が低下し、
逆にニードル痕密度が小さいほど面圧は大きくなるが層間剥離強度が小さくなる傾向があ
る。
【発明の概要】
【０００９】
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　本発明は、層間剥離強度が高く、しかも面圧も高い無機繊維成形体と、この無機繊維成
形体を用いた排ガス洗浄装置用マット及び排ガス洗浄装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の無機繊維成形体は、無機繊維のマット状集合体で構成され、該マット状集合体
の厚み方向を含む方向に延在したニードル痕を有する無機繊維成形体において、ニードル
痕として、ニードル痕Ａと、該ニードル痕Ａよりも小径のニードル痕Ｂとが設けられてお
り、複数のニードル痕Ａが密集した密集部が散開して設けられており、該密集部を通るマ
ット面方向の任意の第１の方向及びこれと直交する第２の方向のいずれにおいても、前記
密集部同士の間に、ニードル痕Ａのニードル痕密度が前記密集部よりも低い非密集部が存
在しており、少なくとも非密集部にニードル痕Ｂが存在することを特徴とする。
【００１１】
　本発明では、ニードル痕Ａの平均径が４５０～７００μｍであり、ニードル痕Ｂの平均
径はニードル痕Ａの平均径の３５～６５％であることが好ましい。
【００１２】
　本発明の無機繊維成形体の一態様にあっては、密集部においてニードル痕Ａが１列に配
列されている。この場合、各密集部におけるニードル痕Ａの配列方向が略同方向であるこ
とが好ましい。また、１つの前記密集部の長さの平均値が２.０～１２.０ｍｍであり、１
つの密集部におけるニードル痕Ａの数の平均値が３.０～８.０個であることが好ましい。
非密集部を挟んで配列方向に隣接する密集部同士の距離の平均値が５.０～２５.０ｍｍで
あり、前記非密集部を挟んで配列方向と直交方向に隣接する密集部同士の距離の平均値が
４.０～１５.０ｍｍであることが好ましい。
【００１３】
　本発明の一態様では、ニードル痕Ｂは、ニードル痕Ａの配列方向と交差方向に配列され
ている。
【００１４】
　本発明の無機繊維成形体の別の一態様においては、ニードル痕Ａの密集部は２方向に広
がっており、１つの密集部の面積の平均値が２.０～３６.０ｍｍ２であり、密集部におけ
るニードル痕密度の平均値が２０～３００個／ｃｍ２である。
【００１５】
　本発明の一態様では、ニードル痕Ａの密集部及び非密集部の双方にニードル痕Ｂが存在
する。
【００１６】
　本発明の無機繊維成形体は、無機繊維成形体全体の平均のニードル痕Ａのニードル痕密
度が１．０～５０．０個／ｃｍ２であることが好ましい。無機繊維成形体全体の平均のニ
ードル痕Ｂのニードル痕密度は１．０～８０．０個／ｃｍ２であることが好ましい。
【００１７】
　本発明の無機繊維成形体全体の平均のニードル痕Ａの数あたりのニードル痕Ｂの数の比
は、０．１～８．０であることが好ましい。
【００１８】
　本発明の排ガス洗浄装置用マットは、かかる本発明の無機繊維成形体を含むことを特徴
とする。
【００１９】
　本発明の排ガス洗浄装置は、触媒担持体と、該触媒担持体の外側を覆うケーシングと、
該触媒担持体と該ケーシングとの間に介装された本発明の排ガス洗浄装置用マットとを有
する。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明の無機繊維成形体にあっては、ニードル痕Ａが無機繊維成形体表面に均一に分布
しているのではなく、ニードル痕Ａが局所的に密集した密集部が散開状に配置されており
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、密集部を通る任意の方向において、密集部同士の間はニードル痕Ａの非密集部となって
いる。本発明の無機繊維成形体は、さらに小径のニードル痕Ｂを有する。この小径のニー
ドル痕Ｂは、面圧を殆ど低下させることなく層間剥離強度を高くする。
【００２１】
　かかる本発明の無機繊維成形体は、ニードル痕Ａの密集部及びニードル痕Ｂによって高
い層間剥離強度を具備するようになり、非密集部によって高い面圧を具備するようになる
。従って、本発明によると、層間剥離強度及び面圧がいずれも高い無機繊維成形体が提供
される。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】図１ａは実施の形態に係る無機繊維成形体の平面図、図１ｂは図１ａのＩｂ－Ｉ
ｂ線断面図である。
【図２】図１ａの一部の拡大図である。
【図３】別の実施の形態に係る無機繊維成形体の平面図である。
【図４】図４ａ～４ｆは実施の形態に係る無機繊維成形体のニードル痕の別の配置例を示
す平面図である。
【図５】密集部の面積の説明図である。
【図６】さらに別の実施の形態に係る無機繊維成形体の一部の断面図である。
【図７】実施の形態に係る無機繊維成形体の平面図である。
【図８】実施の形態に係る無機繊維成形体の平面図である。
【図９】実施の形態に係る無機繊維成形体の平面図である。
【図１０】比較例に係る無機繊維成形体の平面図である。
【図１１】比較例に係る無機繊維成形体の平面図である。
【図１２】ニードル痕の直径測定方法を示す説明図である。
【図１３】実施の形態に係る無機繊維成形体の平面図である。
【図１４】実施の形態に係る無機繊維成形体の平面図である。
【図１５】実施の形態に係る無機繊維成形体の平面図である。
【図１６】実施の形態に係る無機繊維成形体の平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下に本発明の実施の形態を詳細に説明する。
【００２４】
　本発明の無機繊維成形体は、無機繊維のマット状集合体で構成され、かつニードリング
処理が施された無機繊維成形体である。
【００２５】
　本発明の無機繊維成形体は、ニードリング処理により形成されたニードル痕Ａ，Ｂを有
する。即ち、ニードルをマット状集合体に抜き刺しするニードリング処理を施すと、ニー
ドルが抜き刺しされた箇所においては、少なくとも一部の繊維がニードルによって略マッ
ト厚み方向に延在せしめられ、これによってニードル痕が形成される。太いニードルによ
りニードル痕Ａが形成され、細いニードルによりニードル痕Ｂが形成される。
【００２６】
　本発明の無機繊維成形体にあっては、ニードル痕Ａは、マット面に均一に分布するので
はなく、ニードル痕Ａが局所的に密集した密集部が散開した状態にて設けられている。即
ち、密集部を通るマット面方向の任意の第１の方向及びこれと直交する第２の方向のいず
れにおいても、密集部同士の間に非密集部が存在する。また、本発明の無機繊維成形体は
、さらにニードル痕Ｂを有する。ニードル痕Ｂは特定方向に配列されてもよく、無機繊維
成形体に万遍なく設けられてもよい。
【００２７】
　図１ａ，１ｂは、かかる本発明の無機繊維成形体の一例を示す平面図と断面図であり、
図２は図１ａにおけるニードル痕Ａの密集部の配置状況を示す拡大平面図であり、ニード
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ル痕Ｂの図示は省略されている。この無機繊維成形体１は、無機繊維のマット状集合体よ
りなり、マット厚み方向に延在するニードル痕Ａが多数設けられていると共に、ニードル
痕Ａよりも小径のニードル痕Ｂが多数設けられている。複数のニードル痕Ａが部分的に密
集してニードル痕Ａの密集部２を形成している。この実施の形態では、いずれの密集部２
もマット面に沿う一方向（図１ａのＹ方向）に１列に配列されたニードル痕Ａにて構成さ
れている。
【００２８】
　密集部２は、このＹ方向及びこれと直交するＸ方向のいずれにも散開している。そして
、密集部２を通るマット面方向に沿う任意の第１の方向（Ｘ方向でもよく、Ｙ方向でもよ
く、これらと斜交する斜め方向でもよい。）及びこれと直交する第２の方向のいずれの方
向においても、密集部２同士の間にニードル痕Ａが密集していない非密集部４（図２）が
存在する。この実施の形態では、密集部２は千鳥状に配置され、非密集部４の形状は略正
方形である。ただし、非密集部４の形状は略正方形に限られず、略長方形、略平行四辺形
等であってもよい。
【００２９】
　この実施の形態では、Ｘ方向に延在するニードル痕Ｂの列が設けられている。ニードル
痕Ｂの列は、密集部２同士の間を通っている。
【００３０】
　この密集部２が無機繊維成形体１の層間剥離強度の増大に寄与し、非密集部４が無機繊
維成形体１の反発力（面圧）増大に寄与するので、この無機繊維成形体１はニードル痕Ａ
を均一に分布させた無機繊維成形体（例えば図１０の無機繊維成形体１０）やニードル痕
Ａの長い列を平行に配列した無機繊維成形体（例えば図１１の無機繊維成形体１１）に比
べて層間剥離強度が高く、しかも反発力が高い。ニードル痕Ｂは、面圧を殆ど低下させる
ことなく層間剥離強度を増大させる。
【００３１】
　後述の参考例及び比較例の通り、ニードル痕Ａの密集部を形成した無機繊維成形体の方
が、ニードル痕Ａを均一に分布させた無機繊維成形体よりも層間剥離強度が高くなること
が認められた。この理由については、ニードル痕Ａを密集させると、近接したニードル痕
Ａ同士が共通の繊維を拘束するところから、ニードル痕Ａを均一に分散させた無機繊維成
形体に比べて、ニードル痕Ａのニードル痕密度が同一であっても層間剥離強度が増大する
ためであると推察される。
【００３２】
　本発明では、ニードル痕Ａのすべて又は大部分を密集部に配置し、密集部同士の間にニ
ードル痕Ａの非密集部を配置しており、この非密集部は、ニードル痕Ａによって拘束され
ていないので、面圧（反発性）が高い。従って、本発明の無機繊維成形体は、ニードル痕
Ａのニードル痕密度が同一であるがマット面全体にニードル痕Ａを均一に分散させた従来
の無機繊維成形体に比べて、面圧が高いものとなる。逆に、本発明の無機繊維成形体は、
無機繊維成形体全体の平均のニードル痕Ａのニードル痕密度を従来の無機繊維成形体より
も大きくして層間剥離強度を従来品よりも高くしても、面圧を従来の無機繊維成形体と同
等又はそれ以上とすることができる。さらに、本発明では、ニードル痕Ｂを設けたことに
より、面圧を殆ど低下させることなく、層間剥離強度を増大させることができる。
【００３３】
　このようにして、本発明によると、層間剥離強度及び面圧の双方を高くすることができ
る。もちろん、層間剥離強度については従来品と同等であるが面圧が従来品よりも高いも
のとしたり、面圧については従来品と同等であるが層間剥離強度が従来品よりも高いもの
とすることもできる。
【００３４】
　図１１のように、ニードル痕Ａの長い列を平行に配列した場合、ニードル痕Ａの列及び
その直近領域を含む帯状領域の反発性が低く、この低反発性領域がマット面全体に平行に
長く延在することにより、無機繊維成形体の反発性が抑制され、本発明の無機繊維成形体
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ほどには面圧が向上しないものと推察される。これに対し、本発明の無機繊維成形体では
、ニードル痕Ａの列よりなる密集部２の該列方向においても、密集部２同士の間に非密集
部４が存在するため、面圧が大きくなるものと考えられる。
【００３５】
　図１ａ，１ｂ，２の無機繊維成形体１においては、１つの密集部２の長さＬの平均値は
好ましくは２．０～１２．０ｍｍ特に好ましくは４．０～７．０ｍｍである。１つの密集
部２は平均して２．０～１０．０個特に３．０～８．０個のニードル痕Ａよりなることが
好ましい。また、この無機繊維成形体にあっては、ニードル痕Ａ同士の距離ｄの平均値は
０．５～４．０ｍｍ特に１．０～３．０ｍｍであることが好ましい。
【００３６】
　密集部２のニードル痕Ａ配列方向（図１ａのＹ方向）において、非密集部４をＹ方向に
跨いで隣接する密集部２，２間の距離ａの平均値は通常５．０～２５．０ｍｍ、５．０～
１６．０ｍｍが好ましく、特に６．０～９．０ｍｍであることが好ましい。密集部２の長
さＬは該距離ａよりも大きくても小さくてもよいが、２ａ／３～２ａであることが好まし
く、より好ましくは３ａ／４～３ａ／２である。
　非密集部４をＸ方向に跨いで隣接する密集部２，２間の距離ｂの平均値は４．０～１５
．０ｍｍ特に５．０～８．０ｍｍであることが好ましい。
　Ｙ方向において隣接する密集部２同士のピッチαは、密集部２の長さＬ及び該距離ａに
応じて前記密集部２と前記非密集部４を有するように適宜設定されるものであり特段の制
限はない。
【００３７】
　上記実施の形態の無機繊維成形体１の密集部２では、ニードル痕Ａは１列に配列されて
いるが、図３の実施の形態に係る無機繊維成形体１’の密集部２’のように、ニードル痕
Ａが２列に配列されてもよい。また、図４ａ，４ｂの密集部２ａ，２ｂのように、ニード
ル痕Ａが３列以上に配列されてもよい。密集部を構成する各列のニードル痕Ａの数は同一
であってもよく、図４ｃの密集部２ｃのように異なってもよい。
【００３８】
　図４ｄの密集部２ｄのようにニードル痕Ａが円周方向に所定間隔で円環列状に配列され
てもよい。図４ｄでは、ニードル痕Ａは１重の円環状に配列されているが、図４ｅの密集
部２ｅのように２重の円環状にニードル痕Ａが配列されてもよい。図示はしないが、３重
以上の多重円環状にニードル痕Ａが配列されてもよい。また、図示はしないが、ニードル
痕Ａは楕円環状、多角形環状に配列されてもよく、スター形状のように凹多角形環状に配
列されてもよい。
【００３９】
　図４ｆの密集部２ｆのように、ニードル痕Ａが四角環状に配列されてもよい。環状に配
列されたニードル痕Ａの環状列で囲まれた内側領域にさらにニードル痕が存在してもよい
。
【００４０】
　無機繊維成形体１，１’等の本発明の無機繊維成形体においては、ニードル痕Ａのニー
ドル痕密度すなわちマット面の単位面積（１ｃｍ２）当りのニードル痕Ａの数はマット面
全体の平均値として１.０～５０．０個／ｃｍ２、好ましくは１５．０～４０．０個／ｃ
ｍ２であり、特に好ましくは２０．０～３５．０個／ｃｍ２あることが好ましい。非密集
部４におけるニードル痕Ａのニードル痕密度の平均値は３.０個／ｃｍ２以下特に０．４
個／ｃｍ２以下が好ましく、０個／ｃｍ２であることが望ましい。
【００４１】
　図３～４ｆの密集部２’，２ａ～２ｆ等のように、一直線方向のみではなく、直交２方
向のいずれにもニードル痕Ａが分布している密集部にあっては、１つの密集部の最外周の
ニードル痕を結んで得られる領域の面積（例えば、密集部２ａの場合であれば図５のハッ
チを付した領域の面積Ｓ）の平均値は、４．０～１４４．０ｍｍ２特に９．０～１００．
０ｍｍ２であることが好ましく、１つの密集部は平均して４．０～３２．０個特に６．０
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～２０．０個のニードル痕Ａにて構成されることが好ましい。
【００４２】
　上記実施の形態の無機繊維成形体１では、ニードル痕Ｂはニードル痕密集部２同士の間
をＸ方向に延在する列として設けられているが、図７の無機繊維成形体１ａのように、密
集部２を横断してＸ方向に延在する列として設けられてもよい。また、図８の無機繊維成
形体１ｂのように、密集部２同士の間をＸ方向に延在する列と、密集部２を横断してＸ方
向に延在する列との双方を設けてもよい。図９の無機繊維成形体１ｃのように、密集部２
同士の間をＸ方向に延在するニードル痕Ｂの列を複数列設けてもよい。図示は省略するが
、密集部２を横断するニードル痕Ｂの列を同様に複数列としてもよい。
【００４３】
　図１３，１４の無機繊維成形体１ｄ，１ｅのように、ニードル痕Ｂは、密集部２を横断
してＸ方向に対して斜めに延在する列として設けられてもよい。密集部のニードル痕Ａ配
列方向（Ｙ方向）に対してニードル痕Ｂの列がなす角度（θ１、時計まわり）は９０°～
１７５°より好ましくは９０～１６５°特に好ましくは９０～１５０°である。図１３で
はニードル痕Ｂは左肩上りにのみ設けられているが、右肩上りにのみ設けられてもよい。
また、図１４のように左肩上り及び右肩上りの双方にクロス状に設けられてもよい。
【００４４】
　ニードル痕Ｂの列は、図１３，１４のように、複数個の密集部を横断するように設けら
れることが好ましい。図１４のように、ニードル痕Ｂの列が交差２方向に設けられている
場合、ニードル痕Ｂの列同士の交点の少なくとも一部は密集部２に重なることが好ましい
。図１４の場合、ニードル痕Ｂの列同士の交差角度（（１８０－θ１）×２）は１０～８
０°特に３０～６０°が好ましい。
　図１，７，８，９，１３及び１４の実施形態は、非密集部４をできるかぎり確保しつつ
、ニードル痕Ｂによる無機繊維同士の結合が強化される点で好ましい。
【００４５】
　図１５は本発明の無機繊維成形体の好適な一例を示している。この無機繊維成形体１ｆ
の密集部２の配置パターンは図１ａ，１ｂ，２の無機繊維成形体１と同一である。１つの
密集部２において、ニードル痕ＡはＹ方向に配列されている。１つの密集部２を構成する
ニードル痕Ａの数や、ニードル痕Ａの径密集部２，２間のＸ方向距離ｂなどの好適範囲は
図１ａ，１ｂ，２と同一である。ニードル痕ＢはＸ方向に配列されている。
【００４６】
　この無機繊維成形体１ｆにあっては、密集部２のＹ方向の配列ピッチαよりもニードル
痕Ｂの列のＹ方向のピッチｆが小さい（α＞ｆ）。ｆはαの０．５倍以上であればよい。
図１５では、ｆはαの約０．７倍となっている。図１の無機繊維成形体１ではα＝ｆであ
り、ｆ／α＝１である。本発明では、ｆ／αは０．５～１．０であることが好ましい。
　また、この無機繊維成形体１ｆにあっては、前記密集部２の長さＬと前記距離ａとの合
計（Ｌ＋ａ）よりもニードル痕Ｂの列のＹ方向のピッチｆが小さい（Ｌ＋ａ＞ｆ）。ｆは
Ｌ＋ａの０．１倍以上であればよい。図１５では、ｆはＬ＋ａの約０．３５倍となってい
る。図１の無機繊維成形体１ではＬ＋ａ＝２ｆであり、ｆ／（Ｌ＋ａ）＝０．５である。
本発明では、ｆ／（Ｌ＋ａ）は０．２～０．７であることが好ましい。
【００４７】
　無機繊維成形体１ｆでは、すべての密集部２に対しニードル痕Ｂの列が１つ又は２つ交
差している。本発明では、無機繊維成形体１ｆのように、１つの密集部２に対し、ニード
ル痕Ｂの列が１つ又は２つ交差することが好ましい。
【００４８】
　図１５の無機繊維成形体１ｆの密集部２では、ニードル痕Ａが１列のみ配列されている
が、図１６の無機繊維成形体１ｇのように、密集部２が２列に配列されたニードル痕Ａを
有してもよい。無機繊維成形体１ｇのその他の構成は無機繊維成形体１ｆと同一である。
【００４９】
　図１５，１６の無機繊維成形体１ｆ，１ｇでは、ニードル痕Ｂの配列方向はＸ方向であ
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る。即ち、Ｙ方向に対し直交方向である。ただし、ニードル痕Ｂの配列方向は図１３のよ
うにＹ方向に対し斜交方向となっていてもよい。また、図１４のように左肩上り及び右肩
上りの双方にクロス状に設けられてもよい。Ｙ方向との交差角度θ１の好適範囲は図１３
，１４の場合と同様である。
【００５０】
　図１，７，８，９，１３及び１４では、ニードル痕Ｂは特定方向に連続的に延在する列
として記載されているが、非連続的に延在する列であっても構わない。
【００５１】
　図示は省略するが、ニードル痕Ｂは無機繊維成形体の全体に、すなわちニードル痕Ａの
密集部及び非密集部のいずれにも万遍なく略均一に設けられてもよい。ニードル痕Ｂはラ
ンダムに設けられてもよい。
【００５２】
　ニードル痕Ｂのニードル痕密度、すなわちマット面１ｃｍ２当りのニードル痕Ｂの数は
、非密集部４による反発力の効果を有する範囲であれば特段の制限はないが、マット面全
体の平均値として１．０～８０．０個／ｃｍ２、特に３．０～６０．０個／ｃｍ２である
ことが好ましく、より好ましくは５．０～４０．０個／ｃｍ２である。
【００５３】
　ニードル痕Ｂが特定方向に連続的に延在する列を形成する場合には、１つの該列内に存
在するニードル痕Ｂ同士の距離ｅの平均値は、通常１．０～１０．０ｍｍ好ましくは１．
０～８．０ｍｍより好ましくは１．１～５．０ｍｍ特に１．２～３．０ｍｍであることが
好ましい。
【００５４】
　該ニードル痕Ｂの列同士が平行である場合における列同士の間隔（ピッチ）ｆの平均値
は、適宜設計することができる。密集部２の長さＬの平均値が２．０～１２．０ｍｍであ
る場合には、該列同士の間隔（ピッチ）ｆの平均値は、通常０．５～１５．０ｍｍ、好ま
しくは０．７～１０ｍｍ、特に１．０～７．５ｍｍであることが好ましい。
【００５５】
　マット面の単位面積（１ｃｍ２）当りのニードル痕Ａの数あたりのニードル痕Ｂの数の
比は、マット面全体の平均値として、特段の制限はないが、通常０．１～８．０、好まし
くは０．２～５．０、特に好ましくは０．２～３．０である。
【００５６】
　本発明では、ニードル痕Ａ，Ｂは、図１ｂのように無機繊維成形体１を貫通していても
よく、図６の無機繊維成形体１’’のニードル痕Ａ１，Ａ２のように、一方のマット面か
ら貫入し、他方のマット面に達しないように延在してもよい。ニードル痕Ａ１は図６の上
面側のマット面から下面側のマット面近傍にまで延在している。ニードル痕Ａ２は、図６
の下面側のマット面から貫入し、上面側のマット面近傍にまで延在している。ニードル痕
Ａ１，Ａ２の深さは、マット厚の５０％以上特に８０％以上であることが好ましい。
【００５７】
　このように、非貫通状のニードル痕Ａ１，Ａ２が存在する場合の単位面積当りのニード
ル痕の数は、無機繊維成形体を単位面積当りに切り取った無機繊維成形体の一方の面のニ
ードル痕Ａ１の数と、他方の面のニードル痕Ａ２の数との和としてカウントする。
【００５８】
　実際には、無機繊維成形体の一方の面に可視光を当てると、非貫通ニードル痕及び貫通
ニードル痕のいずれによっても他方の面に黒点が投影されて現われる。そこで、この黒点
の数をカウントすることにより、単位面積当りのすべての貫通状のニードル痕及び非貫通
状のニードル痕の数をカウントすることができる。
【００５９】
　本発明では、ニードル痕の直径は、図１２の通り、この黒点の直径方向に測定した明度
分布（ピーク）の半値幅である。ニードル痕Ａの直径は４５０～７００μｍ特に４９０～
６００μｍであることが好ましく、ニードル痕Ｂの直径はニードル痕Ａの直径の３５～６
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５％特に５０～６０％であり、かつ１５０～４００μｍ特に２００～３５０μｍ程度であ
ることが好ましい。なお、ニードル痕の直径は、それを形成するためのニードルの直径の
略５０～８０％程度となる。
【００６０】
　図１ｂ及び図６では、ニードル痕Ａ，Ａ１，Ａ２，Ｂはマット面と垂直となっているが
、ニードル痕はマット面垂直方向に対して±７５°の範囲内で斜交してもよい。
【００６１】
＜無機繊維＞
　本発明の無機繊維成形体を構成する無機繊維としては、特に制限はなく、シリカ、アル
ミナ／シリカ、これらを含むジルコニア、スピネル、チタニア等の単独、又は複合繊維が
挙げられるが、特に好ましいのはアルミナ／シリカ系繊維、特に結晶質アルミナ／シリカ
系繊維である。アルミナ／シリカ系繊維のアルミナ／シリカの組成比（重量比）は６０～
９５／４０～５の範囲にあるのが好ましく、さらに好ましくは７０～７４／３０～２６の
範囲である。
【００６２】
　無機繊維の平均繊維径は３～１０μｍ、特に５～８μｍであることが好ましい。無機繊
維の平均繊維径が大き過ぎると繊維集合体の反発力が失われ、細過ぎると空気中に浮遊す
る発塵量が多くなる。
【００６３】
＜層間剥離強度＞
　本発明の無機繊維成形体は、例えば断熱材として加工する際、成形時の作業性悪化、密
度分布差を最小限に抑えるため、また、マットとして触媒担持体に巻回し、金属ケーシン
グに組み付けたときにマットの層間ずれを発生させないために、５０ｍｍ×１５０ｍｍの
試験片について後述の実施例の方法によって測定された値として、層間剥離強度が通常１
.０Ｎ以上、好ましくは２.０Ｎ以上、４．０Ｎ以上であることが特に好ましい。無機繊維
成形体の剥離強度は高い程有利であるが、通常３０．０Ｎ以下、好ましくは２５．０以下
、２０.０Ｎ以下であることが特に好ましい。
【００６４】
＜面密度＞
　本発明の無機繊維成形体の面密度（単位面積当りの質量）は、用途に応じて適宜決定さ
れるが、好ましくは通常４００～３０００ｇ／ｍ２程度とされる。
【００６５】
＜無機繊維成形体の製造方法＞
　本発明の無機繊維成形体の製造方法には特に制限はないが、通常、ゾル－ゲル法により
無機繊維前駆体のマット状集合体を得る工程と、得られた無機繊維前駆体のマット状集合
体にニードリング処理を施す工程とを含む方法により製造される。この方法において、ニ
ードリング処理後は、ニードリング処理された無機繊維前駆体のマット状集合体を焼成し
て無機繊維のマット状集合体とする焼成工程が行われる。
【００６６】
　以下、本発明の無機繊維成形体の製造方法を、アルミナ／シリカ系繊維成形体の製造方
法を例示して説明するが、本発明の無機繊維成形体は、アルミナ／シリカ系繊維成形体に
何ら限定されず、前述の如く、シリカ、ジルコニア、スピネル、チタニア或いはこれらの
複合繊維よりなる成形体であってもよい。
【００６７】
｛紡糸工程｝
　ゾル－ゲル法によりアルミナ／シリカ系繊維のマット状集合体を製造するには、まず、
塩基性塩化アルミニウム、珪素化合物、増粘剤としての有機重合体及び水を含有する紡糸
液をブローイング法で紡糸してアルミナ／シリカ繊維前駆体の集合体を得る。
【００６８】
［紡糸液の調製］
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　塩基性塩化アルミニウム；Ａｌ（ＯＨ）３－ｘＣｌｘは、例えば、塩酸又は塩化アルミ
ニウム水溶液に金属アルミニウムを溶解させることにより調製することができる。上記の
化学式におけるｘの値は、通常０．４５～０．５４、好ましくは０．５～０．５３である
。珪素化合物としては、シリカゾルが好適に使用されるが、その他にはテトラエチルシリ
ケートや水溶性シロキサン誘導体などの水溶性珪素化合物を使用することもできる。有機
重合体としては、例えば、ポリビニルアルコール、ポリエチレングリコール、ポリアクリ
ルアミド等の水溶性高分子化合物が好適に使用される。これらの重合度は、通常１０００
～３０００である。
【００６９】
　紡糸液は、塩基性塩化アルミニウム由来のアルミニウムと珪素化合物由来の硅素の比が
、Ａｌ２Ｏ３とＳｉＯ２の重量比に換算して、通常９９：１～６５：３５、好ましくは９
９：１～７０：３０で、アルミニウムの濃度が１７０～２１０ｇ／Ｌで、有機重合体の濃
度が２０～５０ｇ／Ｌであるものが好ましい。
【００７０】
　紡糸液中の硅素化合物の量が上記の範囲より少ない場合は、短繊維を構成するアルミナ
がα－アルミナ化し易く、しかも、アルミナ粒子の粗大化による短繊維の脆化が起こり易
い。一方、紡糸液中の硅素化合物の量が上記の範囲よりも多い場合は、ムライト（３Ａｌ

２Ｏ３・２ＳｉＯ２）と共に生成するシリカ（ＳｉＯ２）の量が増えて耐熱性が低下しや
すい。
【００７１】
　紡糸液中のアルミニウムの濃度が１７０ｇ／Ｌ未満の場合又は有機重合体の濃度が２０
ｇ／Ｌ未満の場合は、何れも、紡糸液の適当な粘度が得られずに得られるアルミナ／シリ
カ系繊維の繊維径が小さくなる。すなわち、紡糸液中の遊離水が多すぎる結果、ブローイ
ング法による紡糸の際の乾燥速度が遅く、延伸が過度に進み、紡糸された前駆体繊維の繊
維径が変化し、所定の平均繊維径で且つ繊維径分布がシャープな短繊維が得られない。し
かも、アルミニウムの濃度が１７０ｇ／Ｌ未満の場合は、生産性が低下する。一方、アル
ミニウムの濃度が２１０ｇ／Ｌを超える場合又は有機重合体の濃度が５０ｇ／Ｌを超える
場合は、何れも、粘度が高すぎて紡糸液にはならない。紡糸液中のアルミニウムの好まし
い濃度は１８０～２００ｇ／Ｌであり、有機重合体の好ましい濃度は３０～４０ｇ／Ｌで
ある。
【００７２】
　上記の紡糸液は、塩基性塩化アルミニウム水溶液に上記Ａｌ２Ｏ３：ＳｉＯ２比となる
量の硅素化合物と有機重合体を添加し、アルミニウム及び有機重合体の濃度が上記の範囲
となるように濃縮することによって調製される。
【００７３】
［紡糸］
　紡糸（紡糸液の繊維化）は、通常、高速の紡糸気流中に紡糸液を供給するブローイング
法によって行われ、これにより、アルミナ短繊維前駆体が得られる。上記の紡糸の際に使
用する紡糸ノズルの構造は、特に制限はないが、例えば、特許第２６０２４６０号公報に
記載されているような、エアーノズルより吹き出される空気流と紡糸液供給ノズルより押
し出される紡糸液流とは並行流となり、しかも、空気の並行流は充分に整流されて紡糸液
と接触する構造のものが好ましい。
【００７４】
　また、紡糸に際しては、先ず、水分の蒸発や紡糸液の分解が抑制された条件下において
、紡糸液から充分に延伸された繊維が形成され、次いで、この繊維が速やかに乾燥される
ことが好ましい。そのためには、紡糸液から繊維が形成されて繊維捕集器に到達するまで
の過程において、雰囲気を水分の蒸発を抑制する状態から水分の蒸発を促進する状態に変
化させることが好ましい。
【００７５】
　アルミナ／シリカ系繊維前駆体の集合体は、紡糸気流に対して略直角となるように金網
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製の無端ベルトを設置し、無端ベルトを回転させつつ、これにアルミナ／シリカ系繊維前
駆体を含む紡糸気流を衝突させる構造の集積装置により連続シート（薄層シート）として
回収することができる。
【００７６】
　上記の集積装置より回収された薄層シートは、連続的に引出して折畳み装置に送り、所
定の幅に折り畳んで積み重ねつつ、折り畳み方向に対して直角方向に連続的に移動させる
ことにより積層シートにすることができる。これにより、薄層シートの内側に配置される
ため、積層シートの目付量がシート全体に亘って均一となる。上記の折畳み装置としては
、特開２０００－８０５４７号公報に記載のものを使用することができる。
【００７７】
｛ニードリング処理工程｝
　紡糸により得られたアルミナ／シリカ系繊維前駆体のマット状集合体は、次いでニード
リング処理を施す。本発明において、このニードリング処理を、ニードルＡと、ニードル
Ａより直径が小さいニードルＢを用いて行う。ニードルＡによってニードル痕Ａの密集部
と非密集部とが形成され、ニードルＢによってニードル痕Ｂが形成されるように行う。な
お、ニードルＡ及びニードルＢによるニードリング処理の方向は、いずれも一方の面から
のみの処理でもよく、両面からの処理でも良い。好ましくは、ニードルＡ及びニードルＢ
によるニードリング処理の方向がともに、両面からの処理である。ニードルＡ及びニード
ルＢとしては、ニードリング処理により本発明の無機繊維成形体にそれぞれニードル痕Ａ
及びニードル痕Ｂが付与されれば特段の制限はなく、従来知られたニードルを使用するこ
とができる。なかでも、ニードルＡ及びＢの直径は、ニードル痕Ａ及びニードル痕Ｂの直
径に対してそれぞれ、通常１．２５～２．０倍である。
【００７８】
｛焼成工程｝
　ニードリング処理後の焼成は、通常９００℃以上、好ましくは１０００～１３００℃の
温度で行う。焼成温度が９００℃未満の場合は結晶化が不十分なため強度の小さい脆弱な
アルミナ／シリカ系繊維しか得られず、焼成温度が１３００℃を超える場合は繊維の結晶
の粒成長が進行して強度の小さい脆弱なアルミナ／シリカ系繊維しか得られない。
【００７９】
　本発明の無機繊維成形体の用途としては、特に制限はなく、各種断熱材、パッキンなど
があるが、特に排ガス洗浄装置用マットとして有用である。
【００８０】
　排ガス洗浄装置用マット等のマットにおいて、有機バインダーを含まないか、或いは有
機バインダーを含む場合であっても、その含有量が１０重量％未満であることが好ましい
。
【００８１】
　マット中の有機バインダーの含有量が１０重量％以上であると、エンジン燃焼時の排ガ
スの高熱による有機バインダーの分解で、ＮＯｘ、ＣＯ、ＨＣ等の分解ガス発生の問題が
大きくなり、好ましくない。
【００８２】
　本発明のマットに有機バインダーを用いる場合、その有機バインダーとしては、各種の
ゴム、水溶性高分子化合物、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂などを使用することができる。
【００８３】
　上記の有機バインダーを有効成分とする水溶液、水分散型のエマルション、ラテックス
、又は有機溶媒溶液が市販されており、これらの有機バインダー液は、そのまま又は水等
で希釈して用いることができ、マット中に有機バインダーを含有させるのに好適に使用す
ることができる。なお、マット中に含有されている有機バインダーは、必ずしも１種であ
る必要はなく、２種以上の混合物であっても何等差し支えない。
【００８４】
　上記有機バインダーの中では、アクリルゴム、ニトリルゴム等の合成ゴム；カルボキシ
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メチルセルロース、ポリビニルアルコール等の水溶性高分子化合物；又はアクリル樹脂が
好ましく、中でもアクリルゴム、ニトリルゴム、カルボキシメチルセルロース、ポリビニ
ルアルコール、アクリルゴムに含まれないアクリル樹脂が特に好ましい。これらのバイン
ダーは、有機バインダー液の調製又は入手が容易であり、またマット中への含浸操作も簡
単であり、比較的低含有量としても十分な厚み拘束力を発揮し、得られる成形体が柔軟で
強度に優れ、使用温度条件下で容易に分解又は焼失されることから好適に使用することが
できる。
【００８５】
　本発明のマットが有機バインダーを含む場合、その含有量は特に１０重量％未満、とり
わけ２．５重量％以下であることが好ましい。
【００８６】
　本発明の排ガス洗浄装置は、触媒担持体と、該触媒担持体の外側を覆うケーシングと、
該触媒担持体と該ケーシングとの間に介装されたマットとを備える排ガス洗浄装置であっ
て、このマットとして、本発明のマットを用いたものであり、マットの剥離強度が高いた
め、排ガス洗浄装置組立時のマットの取り扱い性、作業性に優れ、組立後の触媒担持体の
把持性能も良好であることにより排ガス洗浄効率にも優れる。
【００８７】
　なお、この排ガス洗浄装置の構成自体には特に制限はなく、本発明は、触媒担持体とケ
ーシングと触媒担持体の把持体としてのマットとを備える一般的な排ガス洗浄装置に適用
することが可能である。
【実施例】
【００８８】
　以下に、実施例及び比較例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明はその要
旨を超えない限り、以下の実施例により何ら限定されるものではない。
【００８９】
　なお、以下において、得られた無機繊維成形体の各種物性や特性の測定ないし評価方法
は以下の通りである。
【００９０】
＜層間剥離強度＞
　無機繊維成形体の原反から５０ｍｍ×１５０ｍｍの試験片を型抜きし、この試験片の一
方の端面の厚み中央に３０ｍｍ深さの切り込みを入れ、切り込みにより形成されたその両
端をつかみ治具に支持した後、引張試験機にセットし、５００ｍｍ／ｍｉｎの速度でマッ
ト面と垂直な相反方向に引っ張って試験片を２つに裂いたときの荷重ピークの平均値（Ｎ
）を計測する。
【００９１】
＜ニードル痕のカウント方法＞
　５０×５０ｍｍの正方形に切断してサンプルとし、サンプルの一方の面から可視光を当
て、他方の面に投影されるニードル痕の陰にマジックペンで点描する。この点の数をカウ
ントしてニードル痕密度、１個の密集部当りのニードル痕の数を数える。また、図５のよ
うにして密集部の面積を求める。
【００９２】
＜ニードル痕の直径の測定方法＞
　５０×５０ｍｍの正方形に切断してサンプルとし、サンプルの一方の面から可視光を当
て、他方の面をＣＣＤカメラにて撮像し、ニードル痕の陰の部分について図１２のように
明度分布図を作成し、半値幅を求めてニードル痕の直径とした。ニードル痕Ａとしての直
径範囲を４５０～７００μｍとし、ニードル痕Ｂとしての直径範囲を１５０～４００μｍ
とし、ニードル痕Ａとニードル痕Ｂの平均直径を求めた。
【００９３】
　この実施例では、ニードル痕Ａの平均直径は５６０μｍであり、ニードル痕Ｂの平均直
径は３００μｍであった。
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【００９４】
＜面圧＞
　原反から５０ｍｍ×５０ｍｍのサンプルを切り出し、引張圧縮試験機にて１ｍｍ／ｍｉ
ｎで圧縮し、サンプル密度が０．３ｇ／ｃｍ３になったところで１５秒保持する。１５秒
経過時の荷重（Ｎ）を測定し、２５００ｍｍ２（２５００×１０－６ｍ２）で除算して面
圧（ｋＰａ）を算出する。
【００９５】
［実施例１］
　塩基性塩化アルミニウム（アルミニウム含有量７０ｇ／Ｌ、Ａｌ／Ｃｌ＝１．８（原子
比））水溶液に、シリカゾルを、最終的に得られるアルミナ繊維の組成がＡｌ２Ｏ３：Ｓ
ｉＯ２＝７２：２８（重量比）となるように加え、更に、ポリビニルアルコールを加えた
後、濃縮して、粘度４０ポイズ、アルミナ・シリカ含量約３０重量％の紡糸液を調製し、
該紡糸液を用いてブローイング法で紡糸した。これを集綿してアルミナ／シリカ系繊維前
駆体のマット状集合体を得た。ニードルＡ及びニードルＡよりも約１／２の直径を有する
ニードルＢを用いて、このマット状集合体に図１ａのようなパターンにてニードルパンチ
を実施した後、１２００℃で焼成し、幅６００ｍｍ、厚さ７．３ｍｍの長尺マット状結晶
質アルミナ／シリカ系繊維成形体（焼成綿）（以下、「原反」と称す場合がある。）を得
た。なお、ニードルＡによるニードル痕がニードル痕Ａであり、ニードルＢによるニード
ル痕がニードル痕Ｂである。
【００９６】
　なお、この結晶質アルミナ／シリカ系繊維の組成比は、アルミナ／シリカ＝７２／２８
（重量比）であり、マット状集合体について顕微鏡観察することにより測定した結晶質ア
ルミナ／シリカ系繊維の平均繊維径（１００本の平均値）は５．５μｍであった。
【００９７】
　得られた原反について、層間剥離強度、面圧、マット面全体におけるニードル痕Ａ，Ｂ
の平均ニードル痕密度、密集部２の長さＬ、密集部２間の距離ａ，ｂ，α（図２）、１個
の密集部２当りのニードル痕Ａの数、ニードル痕Ｂ間の間隔ｅ、及びニードル痕Ｂの列同
士のピッチｆを測定し、結果を表１に示した。なお、密集部２の長さＬ、密集部２間の距
離ａ，ｂ，α、１個の密集部２当りのニードル痕Ａの数、ニードル痕Ｂ間の間隔ｅ、及び
ニードル痕Ｂの列同士のピッチｆについては、サンプル（５０ｍｍ×５０ｍｍ）における
各平均値を示す。
【００９８】
［実施例２］
　ニードル痕Ｂ同士の距離ｅを１．９ｍｍとし、ニードル痕Ｂのピッチｆを４．８ｍｍと
することにより、ニードル痕Ｂのニードル密度を実施例１の１．５倍とし、ニードル痕パ
ターンを図１５に類したものにしたこと以外は実施例１と同様にして無機繊維成形体の原
反を製造した。特性等の測定結果を表１に示す。
【００９９】
［実施例３］
　ニードル痕Ｂを図１３のように斜め（θ１＝１３５°）とし、ニードル痕Ｂ同士の距離
ｅを２．０ｍｍとし、ニードル痕Ｂのピッチｆを３．９ｍｍとすることにより、ニードル
痕Ｂのニードル密度を実施例１の２．０倍としたこと以外は実施例１と同様にして無機繊
維成形体の原反を製造した。特性等の測定結果を表１に示す。
【０１００】
［実施例４］
　ニードル痕Ｂ同士の距離ｅを１．７ｍｍとし、ニードル痕Ｂのピッチｆを２．９ｍｍと
することにより、ニードル痕Ｂのニードル密度を実施例１の３．２倍としたこと以外は実
施例２と同様にして無機繊維成形体の原反を製造した。特性等の測定結果を表１に示す。
【０１０１】
［実施例５］
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　ニードル痕Ｂを図１３のように斜め（θ１＝１３５°）とし、ニードル痕Ｂ同士の距離
ｅを２．０ｍｍとし、ニードル痕Ｂのピッチｆを２．０ｍｍとすることにより、ニードル
痕Ｂのニードル密度を実施例１の４．１倍としたこと以外は実施例３と同様にして無機繊
維成形体の原反を製造した。特性等の測定結果を表１に示す。
【０１０２】
［実施例６］
　ニードル痕Ｂ同士の距離ｅを１．７ｍｍとし、ニードル痕Ｂのピッチｆを１.４ｍｍと
することにより、ニードル痕Ｂのニードル密度を実施例１の６．５倍としたこと以外は実
施例２と同様にして無機繊維成形体の原反を製造した。特性等の測定結果を表１に示す。
【０１０３】
［比較例１］
　ニードル痕Ａのニードル痕密度は実施例１と同一であるが、図１０のようにニードル痕
Ａをマット面全体に均一に分散させた。それ以外は実施例１と同様にして図１０の無機繊
維成形体１０を製造した。特性等の測定結果を表１に示す。
【０１０４】
［参考例１］
　ニードル痕Ａのニードル痕密度が実施例１の約５０％となるようにし、かつニードル痕
Ｂを設けないこと以外は実施例１と同様にして無機繊維成形体の原反を製造した。特性等
の測定結果を表１に示す。
【０１０５】
［比較例２］
　ニードル痕Ａのニードル痕密度は参考例１と同一であるが、図１０のようにニードル痕
をマット面全体に均一に分散させた。それ以外は比較例１と同様にして図１０の無機繊維
成形体１０を製造した。特性等の測定結果を表１に示す。
【０１０６】
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【表１】

【０１０７】
　表１の通り、実施例１～６の無機繊維成形体は、ニードル痕Ｂを有しない比較例１及び
２と比べて層間剥離強度が高く、しかも面圧が向上又はほぼ同一であることが判る。また
、参考例１はニードル痕Ａの密度が等しい比較例２に比べて層間剥離強度及び面圧が高い
。従って、ニードル痕Ａは万遍なく均等に設けるのではなく、密集部と非密集部とが形成
されるように設けるのが良いことが認められる。
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【０１０８】
　本発明を特定の態様を用いて詳細に説明したが、本発明の意図と範囲を離れることなく
様々な変更が可能であることは当業者に明らかである。
　本出願は、２０１５年３月２３日付で出願された日本特許出願２０１５－０５９６８２
及び２０１５年９月１０日付で出願された日本特許出願２０１５－１７８４２３に基づい
ており、その全体が引用により援用される。
【符号の説明】
【０１０９】
　１，１’，１’’，１ａ～１ｇ，１０，２０　無機繊維成形体
　２，２’，２ａ～２ｆ　密集部
　４　非密集部

【図１】 【図２】

【図３】
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【図１３】
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【図１５】

【図１６】



(20) JP 6569730 B2 2019.9.4

10

フロントページの続き

(56)参考文献  特開２００７－１６２５８３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００９－２６４１８６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１２－１４０８８６（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｄ０４Ｈ１／００－１８／０４
              Ｆ０１Ｎ３／００
              Ｆ０１Ｎ３／０２
              Ｆ０１Ｎ３／０４－３／３８
              Ｆ０１Ｎ９／００－１１／００


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

